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空間経済学では,都市の産業や人口の集積メカニズムを,前方連関効果と後方連関効果の相互作用として

示されている．そこで本稿は,東京CBD（中心業務地区）を対象として,主に後方連関効果である企業の集

積,集積する企業の産業的要因,特化状況,労働生産性などについて分析した． 
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1． はじめに 

 

近年，東京への人口一極集中により，東京における経

済活動の活性化，そして地方部においては経済の低迷と

二極化現象に陥っている．こうした中, 経済活動が活性

化している都市では，より多様な消費財の供給が，その

都市の消費者の効用を増大させるという「前方連関効果」

と，より多くの消費者を持つ都市の大きな市場が，より

多様な消費財生産者を引き寄せるという「後方連関効果」

の双方がポジティブ・フィードバックを形成することで，

消費者と生産者の集積が促される 1)． 

このような背景の元，本研究では，東京圏の中でも特

に日本を牽引する東京都の中心業務地区（CBD）を対

象として，多様な企業が集積している後方連関効果，集

積している企業の産業別特化状況，そしてお互いに関連

する同業種が特定地域に集積することによって，労働生

産性が向上するという地域特化の経済について統計デー

タを用いて定量的に明確にすることが目的である． 

 

2． 本分析の流れと主な条件整理 
 

(1) 分析の流れ 

 本分析では，主に５段階の分析を行う． 

まずは，第1段階では,消費者が都市に集中するという 

 

前方連関効果の状況について, 東京CBDへ集中する人口

を指標として分析するものである（多様性が消費者の都

市への集中は分析していない）．  

第2段階では，人口の集中に伴い企業が立地を促すと

いう後方連関効果の状況を分析するために，東京CBD

への事業所の集積状況を経年的に分析する． 

第3段階では，東京CBDへ集積している事業所の産業

別の集積要因を分析し，各東京CBDの特徴を経年的に

分析する． 

第4段階では，事業所の集中に伴い，どのような産業

が強みとなっているか，産業構造を分析する． 

そして，第5段階では，特定に地域に特定産業が集積

することで，労働生産性がどの程度高くなっているかを

分析する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 本分析の流れ 

①東京CBDの人口集中状況の分析 

②東京CBDへの事業所の集中状況の分析 

③東京CBDへ集中する事業所の産業別要因分析

④東京CBDの産業別特化状況に関する分析 

⑤東京CBDの産業別労働生産性に関する分析
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(2) 分析にあたっての主な条件整理 

a) 東京CBDの定義 

CBDとは，市街地の中で官庁・企業・商業施設など

が集中する地区と定義されており,夜間人口と比較して，

昼間人口がとくに多くなる地域である．そこで，東京都

の区市町村を対象に昼夜間人口比率を算出してみると，

昼夜間比率が140と，昼間人口が大幅にを超える区が9

区あった．これらは全国順位でも50位以内に位置して

おり，まさに東京のCBDと言える地区である（表1）． 

そこで，本分析では，以下の9区を東京CBDと定義し

て，分析を行う． 

表 1 東京都内の昼夜間人口比率ランキング 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典)H22国勢調査 

今回定義した東京CBDの面積は東京都全体の6．1%，

人口も1．6%と非常に小さいが，事業所数は東京都38．

4%,従業員に関しては53．5%を占めるなど，多くの企

業が立地し，この地区へ多くの従業者がいることがわか

る． 

 

3． 東京CBDの人口集中状況の分析 
 

(1) 分析概要 

a) 東京CBDの人口集中状況の分析方法 

本分析では，東京CBDの各区の人口集中状況を全国，

そして東京CBDを除いた東京都と比較して分析する．

具体的には，H27の区別人口，各年の増減，H12の1．0

とした場合の人口の伸びを分析する． 

b) 使用するデータ 

本分析で使用するデータの概要は以下の通りである． 

表2 使用データの概要 

統計データ 国勢調査 
分析年度 H12,H17,H22,H27 

(2) 分析結果 

東京CBDにおけるH27の人口を見ると，品川区が最も

多く約40万人弱，続いて，新宿区，豊島区といったと

ころが約30万人前後である．対して千代田区，中央区

といった中心部では，非常に少ないのが分かる（図2）． 

一方，人口の伸びを見てみると，H12⇒H17,H17⇒

H22では，中央区，港区，品川区の伸びが大きい．H22

⇒H27では，台東区の伸びも大きくなっている（図3）． 

また，H12を1．0としたときの経年変化を見ると，全

国ではほぼ横ばいであるのに対して，東京CBDはいず

れも伸びが大きい．中でも中央区，千代田区は1．6以

上を示している．中央区については，ウォーターフロン

トにおける高層マンションの建設が人口増加に影響を与

えると想定される．中央区はH22からH27で伸びが鈍化

しているのに対し，千代田区，港区では大きな伸びを示

している．また，東京CBD以外と比較すると，H22まで

は渋谷区の伸びが下回っていたが，H27には，東京CBD

の9区全てが東京CBD以外の伸びを上回っており，人口

の集中が年々激しくなってきていることが分かる（図

4）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 東京CBDの人口（H27） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 東京CBDの人口増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 東京CBDの人口の伸び（15年間） 

4． 東京CBDへの事業所の集中状況の分析 
 

(1) 分析概要 

区 昼間人口 夜間人口 昼夜間人口比率 全国順位
千代田区 819,247 47,115 1,738.8 1
中央区 605,926 122,762 493.6 3

港区 886,173 205,131 432.0 4
渋谷区 520,698 204,492 254.6 8
新宿区 750,120 326,309 229.9 9
台東区 294,756 175,928 167.5 19
文京区 345,423 206,626 167.2 20

豊島区 422,995 284,678 148.6 29
品川区 527,019 365,302 144.3 32
江東区 548,976 460,819 119.1 65
立川市 203,252 179,668 113.1 87
墨田区 279,272 247,606 112.8 92

武蔵野市 153,267 138,734 110.5 116
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a) 東京CBDへの事業所集中状況の分析方法 
本分析では，東京CBDの各区の事業所の集積状況を

全国，東京CBDを除いた東京都と比較して分析する． 

ただし，企業は都市部へ労働者が集中することに対し

て，必ずしも事業所を開設するだけでなく，事業を拡大

するなどの企業行動が発生すると考えられる． 

そこで，想定される企業行動に基づいて，それぞれ以

下の通り分析する． 

①事業所を開設する 

 ⇒事業所開業率の分析（東京CBDにおける開業意

欲について分析する） 

開業率については，事業所の新設データから以下の

式で算出する． 

 								開業率ൌ ܧܰܵܮܲܰ ൊ ௧ܰିଵ ൊ期間 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 5新設・存続・廃業事業所の関係 

②事業を拡大する 

 ⇒従業員数の増加状況分析（事業拡大に伴い必要

となる従業員の増加状況について分析する） 

b) 使用するデータ 

本分析で使用するデータの概要は以下の通りである． 

表3 使用データの概要 

統計データ 事業所・企業統計 
経済センサス 

分析年度 事業所・企業統計:H11,H13,H16,H18 
経済センサス:H21,H24,H26 

※H11～H13は新設等のﾃﾞｰﾀが無いため整理していない 

(2) 分析結果 

①事業所開業率の分析 

事業所の開業率を見ると，H18-H21,H21-H24では全体

的に低く，H16-H18,H24-H26で高いことが分かる．また，

東京CBDを全国や東京CBD以外と比較すると，全体的

に低迷しているH18-H21,H21-H24では概ね同程度である

のに対し，それ以外の期間では開業率が大きく上回って

いる．特に，H16-H18では港区が18．7%,H24-H26では

渋谷区が20．5%と非常に大きい（図6）． 

また，合わせて廃業率を見ると，全体的に廃業率が高

く，開業率が低いH18-H21,H21-H24においても高いこと

が分かる．また，区別に見ると開業率と同様の傾向を示

している（図7）． 

また，開業率から廃業率を引いて見ると，全国，東京

CBD以外は全てにおいてマイナス（廃業が多い）とな

っているが，東京CBDでは，H16-H18の港区や中央区，

H24-H26の渋谷区や豊島区が2．0%以上のプラス（開業

が多い）になっている区がある． 

これらから，東京CDBでは，人口の伸びが大きい，

千代田区や中央区，港区で，開業率や廃業率が高く，企

業も開業の意欲も高まっていることが想定される．また，

人口の伸びなどは，それほど高くないが，渋谷区の新陳

代謝は激しいことが分かる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6開業率 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7廃業率 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8開業率－廃業率 

②従業員数の増加状況分析 

東京CBDにおけるH26の従業員数を見ると，人口とは

逆の傾向で，千代田区，港区が概ね100万人と非常に多

く，文京区や台東区は20万人強と，千代田区，港区の

約1/5となっている．（図9）． 

一方，H11を1．0としたときの経年を見ると，全国は

増減を繰り返し，H26では1．11と10%程度の増加とな

っている．それに対して，東京CBDは台東区を除いて

全て全国を上回っている（台東区はH11以降いずれも1．
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0以下）．中でも伸びが大きいのは，従業員数が多い港

区，そして人口が最も多い品川区がさらなる増加を果た

している．中でも品川区，千代田区，渋谷区のH24-H26

の伸びは大きい（図10）． 

これらの結果から，東京CDBでは，事業拡大等のた

めに雇用拡大を図り，従業員数が増大していると想定さ

れる．また,4章で整理した人口の伸びと,従業員数の伸び

を比較してみると,概ね同様の伸びを示しており,これら

の関係性があることが示されている．具体的には,千代

田区,中央区,台東区は人口増加程度が大きくなっている．

一方で品川区や渋谷区は従業員の伸びの方が大きい．比

較にあたっては,経済センサス（旧事業所・企業統計）

と国勢調査の年次が異なることから,それぞれH11（経済

センサス）,H12（国勢調査）を基準年として,それぞれ1

年異なるデータを使用している（図11）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9従業員数（H26） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10東京CBDの従業員数の伸び（15年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11人口と従業員数の伸び 

5． 東京CBDへ集中する事業所の産業別要因分析 
 

(1) 分析概要 

a) 東京CBDへ集中する事業所の産業別要因分析方法 
本分析では，これまでに明らかになってきた，東京

CBDへの企業の開設および事業拡大の要因となってい

る産業を分析する． 

具体的には，事業所数および従業員数の増加要因とな

る産業を寄与率で分析する． 

								寄与率ൌ ሺܦே∙௜ െ ேିଵ∙௜ሻܦ ൊ෍ܦேିଵ∙௜
௜

 

 ே∙௜:N時点におけるi産業の事業所数（従業員数）ܦ						

b) 使用するデータ 

本分析で使用するデータの概要は以下の通りである． 

表4 使用データの概要 

統計データ 経済センサス 
分析年度 H21,H24,H26 

産業分類 大分類 

※H18からH21までの間に大きな産業分類の変更があっ

たため，今回はH21~H26の5年間で分析 

(2) 分析結果 

H21-H24の事業所数を見ると，ほとんどの産業におい

てマイナスの寄与率となっており，大きくプラスとなっ

たのは，豊島区のP．医療・福祉(0．5%)のみである

（図12）． 

一方，従業員数を見ると，東京CBDの全ての産業で

マイナスとなっているが，千代田区のI．卸売業,小売業

(2．8%)，中央区のR．サービス業（他に分類されない

もの）(1．6%)や品川区のH．運輸業，郵便業(1．6%)，I．

卸売業，小売業(1．5%)，新宿区のG．情報通信業(1．

4%)といった産業の寄与率が高い（図13）． 

H24-H26の事業所数を見ると，多くの産業でプラスの

寄与率となっており，中でも渋谷区の寄与率が高く，I．

卸売業，小売業(4．4%)やM．宿泊業，飲食サービス業

(2．7%)，G．情報通信業(2．3%)が牽引していることが

分かる（図14）． 

一方，従業員を見ると品川区の増加が大きく，中でも

G．情報通信業(4．3%)の寄与率が高い．続いて千代田

区のR．サービス業（他に分類されないもの）(3．9%),

文京区のO．教育，学習支援業(3．5%)が並んでいる

（図15）． 

品川区や千代田区は，事業所の増加ではあまり顕著な

寄与率が見られないことから，1事業所あたりの従業員

規模が大きい事業所であると想定される．一方で渋谷区

は，事務所数の寄与率は大きいが，従業員数の寄与率が

小さいことから，事業所規模が小さいということが想定

される． 
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図 12東京CBDの事業所数増減の寄与度（H21-H24） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13東京CBDの従業員数増減の寄与度（H21-H24） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14東京CBDの事業所数増減の寄与度（H24-H26） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15東京CBDの従業員数増減の寄与度（H24-H26） 

 

 
6． 東京CBDの産業別特化状況に関する分析 
 

(1) 分析概要 

a) 東京CBDの産業別特化状況に関する分析方法 
5章では，あくまでの事業所数や従業員数の伸びに寄

与している産業を分析した．本分析では，東京CBDの

産業構造について分析を行う．各区の産業構造の特徴を

明確にするために，特化係数を用いて分析する 

								特化係数ൌ ൭Dௗ∙௜/෍ܦௗ∙௜
௜

൱ ൊ ൭D௜/෍ܦ௜
௜

൱ 

 ௗ∙௜:d地区のi産業の事業所数（従業員数）ܦ						

∑ ୨	ௗ∙௜ܦ :d地区の全産業事業所数（従業員数） 

 ௜:全国のi産業の事業所数（従業員数）ܦ						

∑ ୨	௜ܦ :全国の全産業事業所数（従業員数） 

b) 使用するデータ 

本分析で使用するデータの概要は以下の通りである． 

表5 使用データの概要 

統計データ 経済センサス 
分析年度 H21,H24,H26 

産業分類 大分類 

※H18からH21までの間に大きな産業分類の変更があっ

たため，今回はH21~H26の5年間で分析 

(2) 分析結果 

H21の事業所数を見ると，G．情報通信業やJ．金融業，

保険業，L．学術研究，専門・技術サービス業の特化係

数が高いことが分かる（図16）．一方で従業員数を見

ると，事業所と同様の傾向を示しているが，千代田区や

中央区のJ．金融業，保険業の特化係数が大きい．千代

田区や中央区は，大手銀行や証券会社等が立地している

ことから，１事業所あたりの従業員数が多いことが理由

と考えられる．また，文京区に関しては，O．教育，学

習支援業の特化係数が高いのが特徴的である（図17）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16東京CBDの事業所数特化係数（H21） 
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図 17東京CBDの従業者数特化係数（H21） 

H24の事業所数を見ると，H21と違いF．電気・ガ

ス・熱供給・水道業やO．教育，学習支援業が，9区全

てで特化係数が高いのが特徴である（図18）． 

従業員数を見ても同様の傾向を示している（図19）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18東京CBDの事業所数特化係数（H24） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19東京CBDの従業者数特化係数（H24） 

H26の事業所数，従業員数を見ると，H24で伸びたF．

電気・ガス・熱供給・水道業やO．教育，学習支援業で

変化はあるが，大きな変化は見られない． （図20,21）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20東京CBDの事業所数特化係数（H26） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21東京CBDの従業者数特化係数（H26） 

 

7． 東京CBDの産業別労働生産性に関する分析 
 

(1) 分析概要 

a) 東京CBDの産業別労働生産性に関する分析方法 
労働生産性の分析では，全国，東京CBD以外，東京

CBDの各区における1事業所および従業員一人あたりの

付加価値額を算出し分析する． 

								労働生産性ൌ ௗ∙௜ܯ ൊ  ௗ∙௜ܦ
 ௜：d地区におけるi産業の付加価値額ܯ								

 

付加価値額＝売上高－費用総額＋給与総額＋租税公課 

 ௗ∙௜：d地区のi産業の事業所数（従業員数）ܦ						

b) 使用するデータ 

本分析で使用するデータの概要は以下の通りである． 

表6 使用データの概要 

統計データ 経済センサス 
分析年度 H24 

産業分類 大分類 

※市町村レベルで付加価値額調査を実施しているのは
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H24経済センサスの活動調査のみであるため，単年の分

析を行うこととした． 

※A～B．農業，林業，漁業やC．鉱業，採石業，砂利採

取業は事業数が少ないため，分析の対象外とした． 

※本データは，正社員・正職員とパート・アルバイトの

労働時間の違いなどは考慮していない 

(2) 分析結果 

全産業大分類（A～B．農業，林業，漁業やC．鉱業，

採石業，砂利採取業除く）の1事業所あたりの労働生産

性を見ると，千代田区が最も高く，続いて港区が高い

（図22）．1従業員あたりの労働生産性についても同様

の分析を行った結果が得られた（図23）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 1事業所あたりの労働生産性（H24） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 1従業員あたりの労働生産性（H24） 

1事業所あたりの労働生産性を見ると，F．電気・ガ

ス・熱供給・水道業が全国，東京CBD以外，東京CBD

で大きな違いがある．また，千代田区に関しては，J．

金融業，保険業，P．医療，福祉などが他の区と比較し

て非常に大きい（図24）． 

1従業員あたりの労働生産性を見ると，1事業所あた

りの労働生産性ほど大きなバラツキはない．それでも千

代田区のP．医療，福祉は，非常に大きい．また，F．

電気・ガス・熱供給・水道業の中央区，港区，J．金融

業，保険業の千代田区，品川区，L．学術研究，専門・

技術サービス業の千代田区，港区などが高い傾向にある

（図25）． 

続いて,労働生産性の全国値を基準（1．0）とした際

の産業別の各区の状況と,特化係数について整理すると,

事務所数,従業員数共に特化係数が高いG．情報通信業に

ついては,1事業所当たりの労働生産性は高く,特に港区,

品川区が3倍以上という結果になっている．一方で,1従

業員当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24 産業別1事業所あたりの労働生産性（H24） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 25 産業別1従業員あたりの労働生産性（H24） 

たりの労働生産性を見ると,全国比1．0以上となって

いるのは,千代田区,港区,新宿区のみであった．同様に特

化係数が高いJ．金融業・保険業やK．不動産業，物品

賃貸業,L．学術研究，専門・技術サービス業では,事業所,

従業員共に労働生産性が高い．一方,D．建設業やE．製

造業,P．医療,福祉業などは,事務所,従業員ともに特化係

数が1．0を下回っている区が多いが,事務所,従業員共に

労働生産性は全国比1．0を上回っている区がある．こ

れらは,集約に伴って労働生産性が向上しているという

状況ではなく,本社機能や中枢管理機能を有しているこ

とが一つの要因になっていると想定される（表

7,8,9,10）． 

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00
百万円/事業所

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

18.00
百万円/従業員

0.0

500.0

1000.0

1500.0

2000.0

2500.0

百円/事業所
千代田区 中央区 港区 新宿区

文京区 台東区 品川区 渋谷区

豊島区 全国 東京（CBD以外）

3,4562,6034,2113,254

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

百万円/従業員

千代田区 中央区 港区 新宿区

文京区 台東区 品川区 渋谷区

豊島区 全国 東京（CBD以外）

134

第 55 回土木計画学研究発表会・講演集



 
 

 
 

8

表7 特化係数（H24事務所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表8 全国を1．0とした場合の労働生産性（H24事務所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表9 特化係数（H24従業員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表10 全国を1．0とした場合の労働生産性（H24従業員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京（CBD以外） 千代田区 中央区 港区 新宿区 文京区 台東区 品川区 渋谷区 豊島区
C.鉱業，採石業，砂利採取業 0.2 0.1 0.3 0.6 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.0
D.建設業 0.9 0.3 0.3 0.3 0.4 0.4 0.4 0.6 0.3 0.5
E.製造業 1.1 0.4 0.4 0.4 0.5 1.0 1.3 1.0 0.3 0.5
F.電気・ガス・熱供給・水道業 0.7 1.9 1.0 1.9 0.8 0.4 0.4 1.3 0.6 0.5
G.情報通信業 1.3 7.4 5.1 6.8 5.5 5.2 2.1 3.2 6.2 3.7
H.運輸業，郵便業 1.3 0.7 0.9 1.1 0.4 0.5 0.5 1.2 0.3 0.5
I.卸売業，小売業 0.9 1.0 1.2 0.8 0.7 0.9 1.4 0.9 1.0 0.9
J.金融業，保険業 0.8 2.4 2.2 1.5 1.4 0.8 0.8 1.1 1.1 1.4
K.不動産業，物品賃貸業 1.3 1.1 1.1 1.2 1.6 1.7 1.2 1.7 1.3 1.5
L.学術研究，専門・技術サービス業 1.0 4.0 3.0 3.3 2.7 2.2 1.2 1.3 2.7 2.0
M.宿泊業，飲食サービス業 1.0 1.0 1.2 1.3 1.5 0.9 1.2 1.1 1.1 1.2
N.生活関連サービス業，娯楽業 1.0 0.3 0.4 0.6 0.7 0.6 0.6 0.8 0.9 0.9
O.教育，学習支援業 1.0 0.5 0.3 0.5 0.8 1.0 0.3 0.7 1.0 1.1
P.医療，福祉 1.1 0.5 0.5 0.6 0.7 0.8 0.5 0.9 0.7 0.9
Q.複合サービス事業 0.5 0.4 0.3 0.3 0.4 0.4 0.3 0.4 0.3 0.4
R.サービス業（他に分類されないもの） 0.7 1.6 1.3 1.5 1.1 1.2 0.9 0.9 1.0 0.9

東京（CBD以外） 千代田区 中央区 港区 新宿区 文京区 台東区 品川区 渋谷区 豊島区
D.建設業 1.2 7.4 5.9 15.1 6.7 2.6 2.0 3.7 5.9 2.6
E.製造業 0.6 3.1 2.2 6.4 0.9 0.9 0.3 0.8 3.0 0.7
F.電気・ガス・熱供給・水道業 2.4 2.9 2.9 4.3 5.6 0.6 1.4 1.5 1.2 2.0
G.情報通信業 1.0 2.6 1.2 3.7 1.6 1.0 0.5 3.1 1.5 0.9
H.運輸業，郵便業 1.2 4.4 1.4 3.1 2.0 1.3 2.2 3.2 5.3 1.5
I.卸売業，小売業 1.2 6.0 5.5 7.1 3.5 2.2 1.8 3.8 3.0 1.9
J.金融業，保険業 1.1 11.2 2.5 4.0 2.5 4.1 0.9 2.2 2.9 1.8
K.不動産業，物品賃貸業 1.0 11.0 7.4 9.3 4.8 1.1 1.2 1.8 4.4 1.9
L.学術研究，専門・技術サービス業 1.1 4.3 2.2 6.7 1.6 0.8 0.9 2.3 1.5 0.9
M.宿泊業，飲食サービス業 1.1 2.9 2.0 3.0 2.4 1.6 1.3 1.8 2.5 2.0
N.生活関連サービス業，娯楽業 1.2 4.0 5.4 4.7 3.5 3.4 2.7 6.3 3.3 4.6
O.教育，学習支援業 1.8 6.8 1.4 4.8 6.3 7.8 1.8 2.4 3.3 4.1
P.医療，福祉 0.9 41.7 1.6 1.7 1.2 1.4 0.8 1.0 1.0 0.7
Q.複合サービス事業 1.1 2.5 1.1 1.8 1.0 0.9 1.0 0.9 0.9 1.0
R.サービス業（他に分類されないもの） 1.5 8.5 3.8 4.0 4.1 2.4 1.2 2.8 4.3 3.3

東京（CBD以外） 千代田区 中央区 港区 新宿区 文京区 台東区 品川区 渋谷区 豊島区
C.鉱業，採石業，砂利採取業 0.1 0.0 0.2 0.3 0.0 0.0 0.1 0.2 0.1 0.0
D.建設業 0.9 0.4 0.6 0.8 0.7 0.5 0.7 0.9 0.6 0.8
E.製造業 0.6 0.3 0.3 0.6 0.3 0.5 0.5 0.4 0.2 0.2
F.電気・ガス・熱供給・水道業 0.8 1.9 0.8 1.7 1.3 0.1 0.4 1.0 0.3 0.6
G.情報通信業 1.4 4.6 3.7 6.0 4.4 4.4 2.0 5.8 5.1 2.9
H.運輸業，郵便業 1.3 0.5 0.5 0.6 0.2 0.4 0.6 1.5 0.4 0.4
I.卸売業，小売業 1.1 1.0 1.4 1.0 0.8 0.8 1.6 1.2 1.0 1.0
J.金融業，保険業 1.0 4.8 2.9 1.4 1.9 1.2 0.8 0.6 1.3 2.2
K.不動産業，物品賃貸業 1.4 1.5 1.7 1.8 1.8 1.2 1.6 1.3 1.7 1.5
L.学術研究，専門・技術サービス業 0.9 2.9 2.2 2.7 2.1 1.6 1.5 1.4 2.0 1.6
M.宿泊業，飲食サービス業 1.1 0.7 0.8 0.9 1.3 0.9 1.3 0.9 1.1 1.3
N.生活関連サービス業，娯楽業 1.1 0.3 0.7 0.6 0.7 0.8 1.0 0.7 1.2 1.2
O.教育，学習支援業 1.5 0.8 0.2 0.6 1.4 3.7 0.6 0.7 1.5 1.9
P.医療，福祉 1.1 0.3 0.2 0.2 0.5 0.7 0.4 0.4 0.3 0.5
Q.複合サービス事業 0.5 0.4 0.2 0.2 0.2 0.3 0.4 0.2 0.2 0.3
R.サービス業（他に分類されないもの） 0.9 1.7 1.7 1.3 2.1 1.6 1.1 1.0 1.8 1.8

東京（CBD以外） 千代田区 中央区 港区 新宿区 文京区 台東区 品川区 渋谷区 豊島区
D.建設業 1.2 1.9 1.4 2.0 1.7 1.3 1.3 1.4 1.4 1.2
E.製造業 1.0 1.8 1.7 1.5 0.8 1.3 0.9 1.2 2.1 1.0
F.電気・ガス・熱供給・水道業 1.8 1.4 2.3 2.4 1.9 1.9 1.2 1.5 1.0 1.3
G.情報通信業 0.9 1.6 0.8 1.5 1.0 0.8 0.6 1.0 0.9 0.9
H.運輸業，郵便業 1.1 2.5 1.3 2.1 1.6 0.9 2.1 1.7 2.2 1.4
I.卸売業，小売業 1.1 2.2 2.3 2.2 1.7 1.6 1.5 1.6 1.4 1.0
J.金融業，保険業 0.9 2.0 1.0 1.5 0.9 1.5 0.9 2.0 1.5 0.8
K.不動産業，物品賃貸業 0.9 2.8 2.2 2.1 1.8 1.1 1.1 1.5 1.5 1.2
L.学術研究，専門・技術サービス業 1.2 2.0 1.5 2.8 1.0 0.8 0.8 1.1 1.0 0.7
M.宿泊業，飲食サービス業 1.0 1.4 1.4 1.5 1.1 1.0 1.3 1.1 1.3 1.3
N.生活関連サービス業，娯楽業 1.0 1.4 1.3 1.6 1.6 1.3 1.5 3.1 1.3 2.1
O.教育，学習支援業 1.2 1.6 1.2 1.4 1.7 1.3 1.0 1.2 1.0 1.4
P.医療，福祉 0.9 29.2 1.7 1.4 0.9 1.0 1.2 1.2 1.2 0.9
Q.複合サービス事業 1.1 0.9 0.9 1.0 0.9 0.9 1.0 0.9 0.9 1.0
R.サービス業（他に分類されないもの） 1.1 3.2 1.3 1.7 1.2 1.1 1.0 1.3 1.2 1.2

※1.0以下：青字、1.0～2.0:橙色、2.0～3.0:赤字、3.0～4.0：        、4.0~: 赤字（背景橙） 白字（背景赤） 
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8． 本分析のまとめ 

 

本分析によって，以下のような結果が得られた． 

(1) 東京CBDの人口集中状況の分析 

 ・東京CBDの中で人口が多いのは，品川区，新宿区，

豊島区であった． 

 ・H12を1．0としたときの経年変化を見ると，全国で

はほぼ横ばいであるのに対して，東京CBDはいず

れも伸びが大きく，中でも都心3区の伸びが大きい． 

 (2) 東京CBDへの事業所の集中状況の分析 

 ・開業率を見ると，H16-H18では港区が18．7%,H24-

H26では渋谷区が20．5%と非常に大きい．また，

廃業率も高く，新陳代謝が激しいことが分かる． 

 ・従業員数を見ると，人口とは逆の傾向で，千代田

区，港区が概ね100万人と非常に多く，文京区や台

東区は20万人強と，千代田区，港区の約1/5となっ

ている．また，伸びを見ると，従業員数が多い港

区，品川区がさらなる増加を果たしている． 

 ・人口と従業員の伸びを合わせて分析してみると，

概ね同様の伸びを示している．中でも千代田区,中

央区,台東区は人口増加程度が大きく，品川区や渋

谷区は従業員の伸びの方が大きい． 

(3) 東京CBDへ集中する事業所の産業別要因分析 

 ・H21-H24の従業員数を見ると，千代田区のI．卸売

業,小売業，中央区のR．サービス業（他に分類され

ないもの）や品川区のH．運輸業，郵便業，I．卸売

業，小売業，新宿区のG．情報通信業といった産業

の寄与率が高い． 

 ・H24-H26の従業員を見ると品川区の増加が大きく，

中でもG．情報通信業の寄与率が高い．続いて千代

田区のR．サービス業（他に分類されないもの,文京

区のO．教育，学習支援業が並んでいる． 

(4) 東京CBDの産業別特化状況に関する分析 

 ・H21の事業所数を見ると，G．情報通信業やJ．金

融業，保険業，K．不動産業，物品賃貸業の特化係

数が高く，従業員数を見ると，千代田区や中央区

のJ．金融業，保険業の特化係数が大きい．千代田

区や中央区は，大手銀行や証券会社等が立地して

いることから，1事業所あたりの従業員数が多いこ

とが要因と考えられる． 

(5) 東京CBDの産業別労働生産性に関する分析 

 ・全産業（A～B．農業，林業，漁業やC．鉱業，採

石業，砂利採取業除く）の1事業所あたりの労働生

産性を見ると，千代田区が最も高く，続いて港区

が高い． 

 ・特化係数が高いJ．金融業・保険業やK．不動産業，

物品賃貸業,L．学術研究，専門・技術サービス業で

は,事業所,従業員共に労働生産性が高い． 

・一方,D．建設業やE．製造業,P．医療,福祉業などは,

事務所,従業員ともに特化係数が1．0を下回ってい

る区が多いが,事務所,従業員共に労働生産性は全国

比1．0を上回っている区がある． 

 

9． おわりに 

 

本分析では，東京CBDに着目して，後方連関効果の

企業の集積状況や特化状況，労働生産性について分析を

行った． 

しかし，企業の後方連関効果による企業の立地や１事

業所あたりの労働生産性については，事業所の質（事業

規模，経営状況等）によって，大きな違いがあると考え

られる．今後は，これらを反映することが課題である． 

また，労働生産性の付加価値額については，H24の経

済センサス活動調査の結果を用いて分析を行ったが，今

後は経年的な分析が必要である．具体的にはH28年に経

済センサスの活動調査が実施されているため（結果は未

公表），こちらを活用する必要がある． 
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